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厚生労働科学研究費の年次推移（平成10年度を100％とする）

厚労科研究全体：２１７億→４８４億（２２３％）

子ども家庭総合研究：６．１億→４．８億（８０％）
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研究事業

 
 

 

(6)第３次対がん総合戦略研究 
 
分野名   Ⅲ．疾病・障害対策研究 

事業名       
第３次対がん総合戦略研究 

がん臨床研究 

主管部局（課室）   健康局総務課がん対策推進室 

運営体制      
厚生労働省本省において、国立がんセンターの協力を得つつ運営

する予定 

 

関連する「第 3期科学技術基本計画」における理念と政策目標（大目標、中目標） 

理念   健康と安全を守る 

大目標  生涯はつらつ生活 

中目標  国民を悩ます病の克服 
 

１．事業の概要 
(1)第 3 期科学技術基本計画・分野別推進戦略との関係 

重要な研究開発課題 

「生活環境・習慣と遺伝の相互関係に基づいた疾患解明及び予防

から創薬までの研究開発」、「がん、免疫・アレルギー疾患、生活

習慣病、骨関節疾患、腎疾患、膵臓疾患等の予防・診断・治療の

研究開発」、「治験を含む新規医療開発型の臨床研究」 

研究開発目標    

・2010 年までに、個人の特性に応じた治療や創薬に資するよう、

我が国における主要疾患の関連遺伝子の同定等を行うととも

に、予防・治療法や創薬につなげるための手法を開発する。 

・2010年までに、がん、糖尿病などの生活習慣病や難病の治療・

診断法を開発するための基盤を蓄積し、臨床研究につなげる。
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特に、生活習慣病に関しては、遺伝要因と環境要因に応じた疾

患の原因を探求することにより、新たな予防・治療法へつなげ

る。 

・2010年までに、早期がん、難治性がん等の疾患の本態や病態 

変化を解明し、疾患の早期発見と悪性度の早期診断を実現する

技術を開発する。 

・2010 年までに、がんに関する基礎研究を臨床研究に橋渡しする

ための体制を整備し、新たな治療法等を確立し、実用化を可能

とする。 

・2010 年までに、がん、糖尿病などの生活習慣病や難病の治療・

診断法を開発するための基盤となる治験を蓄積し、臨床研究に

繋げる。基盤の蓄積により、我が国で生み出された基礎研究成

果を活用・育成することにより、臨床研究を経て、実用化（創

薬等）を目指す。また、我が国で生み出された基礎研究成果か

らトランスレーショナル・リサーチにより、実用化を可能とす

る。 

・2015年頃までに、疾患メカニズムの解明の加速、診断機器の 

高度化等による創薬プロセスの高度化を実現するとともに、個

人の特性を踏まえた、生活習慣病等の予防・早期診断・先端的

な治療技術や、難病の早期診断・先端的治療技術を可能にする。

成果目標      

・2015 年頃までに、生活習慣病改善のための施策の実施とともに

生活習慣病予防や治療に資する科学技術の開発を推進し、がん

の罹患率や生存率、心疾患及び脳卒中の死亡率、糖尿病の発生

率を改善させる。 

・2015 年頃までに、がん、循環器疾患、糖尿病、腎疾患等の早期

診断法、革新的治療法、悪性中皮腫の診断・治療法を可能とす

る。 

・2020年頃までに、国民のニーズにあった新しい診断法・治療法

の臨床現場への提供を実現する。 

 

戦略重点科学技術の該

当部分 

標的治療等の革新的がん医療技術 

「研究開発内容」のう

ち、本事業との整合部分 

・がん予防に資する、がんの超早期発見技術などの研究 

・がん患者の生活の質に配慮した低侵襲治療や標的治療などの治

療技術の研究 

・がんの生存率を向上させる標準的治療法の研究 

推進方策 

(2)臨床研究推進のための体制整備 

(4)成果に関する国民理解の促進 

(5)医療における IT の活用 

 

(2)社会還元加速プロジェクトとの関係（該当部分）：該当なし 

 

(3)健康長寿社会の実現との関係（該当部分）：該当なし 

 

(4)革新的技術戦略との関係（該当部分）：該当なし 

 

(5)科学技術外交との関係（該当部分）：該当なし 

 

(6)その他 


